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事業事前評価表 

国際協力機構人間開発部保健第一チーム 

１．案件名                                                 

 国 名： エルサルバドル共和国 

 案件名： 和名 病院前診療の能力強化プロジェクト 

 英名 Project for Strengthening the Capacities of Medical Emergency 

Care in the Prehospital Setting   

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 

エルサルバドルは、ハリケーン、火山噴火等の自然災害が頻発しており、地理的・

土壌的要因から風水害だけではなく、地震に対しても脆弱性が高く、多くの人的被害

が発生している。このため同国保健省は、これらの自然災害によって生じる健康被害

に対応し、死傷者数を可能な限り削減することを目的として、災害医療体制の構築に

取り組んでいるところであるが、有事の際に急激に増大する医療需要と低下せざるを

得ない医療供給という環境下において被災した傷病者に適切な医療を提供するため

の基盤となる救急医療体制の整備が必要であると認識している。 

このような現状を踏まえ、エルサルバドル政府は、「国家保健政策（2009－2014）」

において優先課題として挙げられている救急医療体制強化の一環として、同国保健

省内に救急医療局を 2012 年に新設するとともに、首都圏に救急医療システム

（Sistema de Emergencias Médicas、以下、「SEM」と記す。）を 2013 年 12 月に導入し、

同局が中心となりその運営を行っている。SEM の導入に伴い、それを構成する救急

車の出動指示、及び患者の受入調整を医療施設に行う救急医療システム調整センタ

ー（Centro Coordinador del Sistema de Emergencias Médicas、以下、「CCSEM」とい

う。）を2013年12月、救急車で患者の搬送を行う救急医療システム運用基地 (Bases 

Operativas del Sistema de Emergencias Médicas、以下、「BOSEM」という。) を 2014

年 4 月に設置し、保健連帯基金スタッフが中心となって救急医療活動を本格的に開

始している。 

しかしながら、SEM の運用にあたっては多くの課題に直面している。患者を現場か

ら医療施設へ搬送しながら判断や処置を行う病院前診療においては、病院前診療提

供人材の技術水準が安定しておらず、傷病者の容体を安定させて搬送するだけの処

置が十分に行われていないため、傷病者によっては長期入院や長期リハビリテーシ

ョンを余儀なくされ、国家としてまた個人としての社会的・財政的負担が大きな問題と

なっている。病院前診療が適切に行われていない原因として、非営利団体ボランティ

アを含めた病院前診療提供人材の育成体制が未だ構築途上であること、行われた

判断や処置を事後に検証する評価体制が確立されていないこと等が挙げられる。 
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（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

現サンチェス・セレン政権（2014 年 6 月‐2019 年 5 月）の最上位の開発計画である

「国家開発 5 か年計画 2014 年‐2019 年」では、計 11 の「目的（Objetivo）」が掲げら

れている。それら目的の 1 つが保健セクターに関するものであり、「目的 4：エルサル

バドル国民に対し、質の高い保健サービスへのアクセスとユニバーサル・カバレッジ

を漸進的に提供していく」と表明されている。そして、同目的を達するための、具体的

な施策の 1 つが「救急医療システムを漸進的に強化しまとめ上げる」とされている。 

本事業は、「国家開発 5 か年計画 2014 年‐2019 年」に明記されている、救急医療

システムの強化に直接的に資するものであり、平時の救急医療の強化を目指すとと

もに、それを通じて災害時への対応力の強化にも貢献する内容であり、エルサルバド

ルの救急医療体制の確立という保健政策の実現の一部を支援する事業として位置

づけられる。 

 

（3）保健セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

2015年9月に策定された「平和と健康のための基本方針」では、保健システム強化

がアプローチの一つとして捉えられ、2015 年 2 月に閣議決定された開発協力大網の

保健分野の課題別政策として「平和と健康のための基本方針」が策定され、その政

策目標はすべての人々の健康が保障され、災害などの外的要因にも強い社会の構

築を実現するために、保健システム全体の強化を図っていくことが明記されている。

また、我が国は 2012 年 4 月に策定された「対エルサルバドル共和国国別援助方針」

において、重点分野の一つである「持続的開発のための環境保全」の中で「防災体制

の強化プログラム」を挙げている。本事業は、救急医療体制の強化を目指したもので

あり、将来的には災害への適応力の強化にも寄与するため、我が国の援助方針に合

致している。なお、同プログラム内における JICA の協力実績として、中米広域防災能

力向上プロジェクトフェーズ 1（2007－2012 年）、フェーズ 2（2015－2020 年）の実施を

通じて、関係機関の連携による持続的なコミュニティ防災普及体制の確立を目指して

いる。 

 

（4）他の援助機関の対応 

SEM への支援として、汎米保健機構（Pan American Health Organization、以下

「PAHO」と記す。）、世界銀行、米州開発銀行（Inter-American Development Bank、以

下「IDB」と記す。）等が活動を展開している。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、サンサルバドル首都圏において、病院前診療に携わる人材への能力
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強化、病院前診療の適切なモニタリング評価体制の確立、コミュニティ住民の救急救

命に関する理解と参画の促進により、首都圏で質の確保された病院前診療の提供を

図り、もってエルサルバドル全域に質の確保された病院前診療の普及に寄与するも

のである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 サンサルバドル首都圏（人口約180万人、面積652ｋ㎡、サンサルバドル県とラ・リベ

ルタ県の 14 市） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

① 直接受益者：サンサルバドル首都圏において病院前診療に携わる人材（救急

医療局 47 名、保健連帯基金 90 名、非営利団体約 600－700 名） 

② 最終受益者：サンサルバドル首都圏の約 180 万人の住民 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

 2016 年 3 月～2020 年 3 月を予定（計 48 ケ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

 約 4.2 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

 保健省救急医療局 

 

（7）投入（インプット） 

  1）日本側 

① 専門家派遣計 88.8 M/M（総括/モニタリング評価、救急医療、研修計画、ヘル

スプロモーション/住民参加、業務調整/研修管理など） 

② 在外事業強化費 

③ 研修（日本および／または第三国において救急医療分野の研修） 

④ 機材供与（トレーニング人形等の病院前診療に携わる人材およびコミュニティ 

人材の技術力向上を目的とした研修機材） 

 

  2）エルサルバドル国側 

① カウンターパートの適切な配置 

 プロジェクト・ダイレクター：保健副大臣（保健サービス担当） 

 プロジェクト・マネジャー：救急医療局長 

 カウンターパート：救急医療局 
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② 保健省救急医療局における適切な執務スペースと基本的な執務備品、情報・

コミュニケーション機材の確保 

③ プロジェクト実施にあたり必要な経費の確保 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はない。 

2) ジェンダー・平等推進・平和構築・貧困削減 

 特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

 1）我が国の援助活動 

① 看護基礎・継続教育強化プロジェクト 

 看護教育強化プロジェクト（1997 年－2002 年） 

 看護教育（第三国集団研修）プロジェクト（2002 年－2006 年） 

 中米カリブ地域看護基礎・継続教育強化プロジェクト（2007 年－2010 年） 

② 中米広域防災能力向上プロジェクト 

 中米広域防災能力向上プロジェクト（2007 年－2012 年） 

 中米広域防災能力向上プロジェクトフェーズ 2（2015 年－2020 年） 

 

2）他ドナー等の援助活動 

① PAHO は、技術支援の計画（2016 年-2017 年）を策定しており、その中に保健

省の優先分野である SEM の強化が入る予定であるが、現時点では具体的な

活動内容は公表されていない。 

② 世界銀行は、総額 8,000 万米ドルの 「保健システム強化プロジェクト

（2011-2016 年）」の枠組みで SEM の支援をしており、その借款は、機材供与や

病院前診療に携わる人材の研修などに活用されている。人材育成に関しては、

本事業と連携の可能性を探り、効率的な研修プログラムの構築を促進する。 

③ IDB は、「保健統合プログラム（2010 年－2015 年）」において計 1,300 万米ドル

を予算として SEM の構築第一フェーズ（CCSEM および BOSEM の設置、人件

費、救急車購入等）への支援を行っている。同プログラムによって構築された

SEM において質の確保された病院前診療が可能となるように、本事業は病院

前診療を提供する人材への研修および病院前診療のモニタリング評価体制の

確立を行う。 

④ アンダルシア救急医療公社（Empresa Pública de Emergencias Sanitarias）は、
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SEM の新規構築のための事前調査を実施し、その後 IDB の借款を資金として

コンサルタント契約「エルサルバドル国救急医療システム開始のための技術協

力および研修の優先的サービス」を保健省と締結した。また同公社は、期間 10

か月、契約金額約 43 万米ドルを以て SEM 構築（救急通報の電話オペレーショ

ンシステムの導入、CCSEM 及び BOSEM の機能・設計・建設に係るデザイン、

CCSEM の始動、救急医療に関わる人材に対する研修等）のための技術協力

を実施した。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

 1）上位目標と指標 

 上位目標：エルサルバドル全域に質の確保された病院前診療が普及する。 

    指標１：エルサルバドルで救急搬送中に状態が悪化した患者の Revised Trauma 

Score1前後値の変化が緩和される。  

    指標２：エルサルバドルでの病院前診療記録の記載率が向上する。 

 

 2）プロジェクト目標と指標 

 プロジェクト目標：首都圏の住民に、質の確保された病院前診療が提供される。 

    指標１2：首都圏で救急搬送中に状態が悪化した患者の Revised Trauma Score

前後値の変化が緩和される。 

    指標２：首都圏での病院前診療記録の記載率が向上する。 

 

 3）成果 

    成果１：病院前診療提供者に対する研修・継続教育の過程が強化される。 

    成果２：SEM の病院前診療に対する適切なモニタリング評価体制が確立される。 

    成果３：サンサルバドル首都圏住民の救急救命に関する理解と参画が深まる。 

    成果４：他の地域へ、サンサルバドル首都圏の病院前診療の成果を普及する礎

が形成される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）前提条件 

病院前診療関係機関が、SEM に対して協調のコミットメントを表明する。 

（2）外部条件 

 1) エルサルバドル政府にとって、救急医療が優先課題であり続ける。 

 2) SEM の全国拡大計画の予算が確保される。 
                                                   
1 RTS は生理学的な指標を元に重症度を評価する指標。生理学的とは呼吸、意識レベル、血圧のことを指す。 
2 目標値については、ベースライン調査で決定することとする。 
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 3) エルサルバドル政府の保健政策に継続性がある。 

 4) サンサルバドル首都圏の治安が悪化し、救急搬送に出動できない地域が増えな

い。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、エルサルバドル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

我が国の保健分野における協力の実施過程から得られた以下の教訓や好事例は、

本事業で活用される予定である。 

（1） 類似案件の評価結果 

  タイ国「外傷センタープロジェクト」の教訓では、プロジェクト初期段階において、

多岐にわたるプロジェクト関係者のプロジェクト実施に対するモチベーションが十分

ではなかった。この問題の解消のため、プロジェクトでは、共通の目標を設定し共有

することにより、関係者が自身のプロジェクトであるという自覚が生まれ、モチベーシ

ョンの維持に繋がった。 

（2） 本事業への教訓（活用） 

  本事業は、保健省職員や NPO ボランティアといった職責や専門の異なる多くのス

テイクホルダーを巻き込んで実施されるものであり、共通の目標を設定し共有するこ

と、例えば「外傷登録」等の統計レポートを活動成果の可視化ツールとして定期的に

組織内、組織間で共有することにより活動意欲が醸成されていくものと考えられる。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1） 今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2） 今後の評価計画 

事業開始４ヶ月 ベースライン調査 

事業終了６ヶ月前   エンドライン調査 

事業終了３年後 事後評価 

 

以 上 


